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【研究ノート】
財政の社会過程分析と財政学
─都市財政研究における学際的交流と継受─
横　田　　　茂
Ⅰ　はじめに
　蓮見音彦を中心とする社会学の研究グループ（地域政策研究会）は，広島県福山市を調査・
研究し，以下の２冊の著書を著わしている。
（１） 蓮見音彦 編『地方自治体と市民生活』東京大学出版会，1983年。
（２） 似田貝香門・蓮見音彦 編『都市政策と市民生活：福山市を対象に』東京大学出版会，
1993年。
　これら２冊の著書は，第２次大戦後の1950年代から1980年代末までに，地場産業を中心とし
た小都市から重化学工業の集積した地方中核都市へ変貌してゆく福山市の様相を多面的・総合
的に明らかにした研究成果であって，1990年代以後の「平成期」の福山市を分析する際に，必
ず参照されるべき文献である。さらにこれらの著書は，社会学の研究者が「財政の社会過程分
析」という「行財政の独自な社会学的分析の方法」の開発に取り組んだ研究の成果を示す作品
としても注目される。「財政の社会過程分析」とは，「行財政の意思決定の過程分析と財政の社
会学的分析」を統合した「都市社会の全体的把握」の方法であるとされている｠１）。
　社会学の研究グループが，福山市を対象として新しい研究方法の開発に取り組み始めたのは，
第１次の調査が開始された1976年であった。上に掲げた1983年の著書（１）がその成果である。
そして1989年から第２次調査が組織され，1993年に著書（２）が刊行された。さらにこうした
福山市に関する２次にわたる調査研究をはさんで，神戸市を対象とする調査研究（1986年─
1989年）がおこなわれ，その成果が1990年に，蓮見音彦・似田貝香門・矢澤澄子 編『都市政
策と地域形成：神戸市を対象に』（東京大学出版会）として刊行されている。
　以上のように「財政の社会過程分析」は，1970年代の半ばから1990年代の初めまで一貫して
継続された調査研究を通して生まれた，社会学による「現代都市の全体的把握」の方法である。
１）似田貝香門・蓮見音彦 編『都市政策と市民生活：福山市を対象に』東京大学出版会，1993年，ⅱ頁。
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この研究方法は，社会学における社会構造分析の研究成果を継承するとともに，隣接する社会
諸科学，とりわけ財政学における地域・自治体研究（地方財政論）の成果を継受することによ
って生み出されたものであった。この小論は，こうした第２次大戦後の日本地域社会の分析を
めぐる研究の継承と継受の過程をたどる試みであるが，それはまた「社会構造と財政の相関関
係」を研究する社会学と財政学（政治経済学）の分析視角におけるそれぞれの独自性と，相互
の交流の場を明らかにするであろう。
Ⅱ　財政の社会過程分析
１　経緯と背景
　まず始めに，蓮見音彦とともに研究会の中心を担った似田貝香門によりつつ，「財政の社会
過程分析」という新しい分析方法の開発にむかう研究が始まるまでの経緯と背景を述べよう。
　第２次大戦後，福武直を中心とする社会学の研究グループは，「構造分析」という研究方法
を生み出した（福武直 編『日本農村社会の構造分析：村落の社会構造と農政浸透』東京大学
出版会，1954年）。それは，農地改革以後，共同体の解体がすすむ日本の農村集落を「農業政
策が農村の社会，経済，政治全体の構造によってどのように屈折しながら浸透していくか」と
いう問題意識のもとに分析し，農村の構造全体を把握する方法であった。似田貝は，「構造分析」
という方法が生まれた歴史的背景として，農地改革以後の共同体の解体によって，かつての「家
と村の社会学」に代わる農村社会分析の方法が求められていたことを指摘し，「それは，それ
以前の家と村の社会学とは異なって，住民の諸階級を軸として，社会集団の構成と動態，住民
諸欲求の政治過程，行政の対応メカニズム等を，当該社会のイッシュウを介して動態的社会構
造把握へと構築していこうとするものであった」と述べている｠２）。
　そしてこの方法は，1960年代以降，新産業都市として開発された諸都市に適用されることと
２）同前，ⅰ頁。『日本農村社会の構造分析：村落の社会構造と農政浸透』には，秋田，山梨，岡山，福岡の
各県における４つの村落の構造が分析されている。法社会学の研究者であった渡辺洋三は同書の書評にお
いて，その分析方法を次のように評している。「（前略）前二者は，伝統的部落秩序がまだかなり強い地帯
であり，後二者は，それがくずれている地帯であり，その意味で，本書は，日本農村社会の全体的特徴と
性格を，一応うきぼりにしていると思われる。しかも本書は，これら各村落社会の特徴を，構造的に且つ
動的に描き出そうと努力しているのであり，部落社会の構造的原理が戦前戦後をとおして，どう展開し変
質してゆくかという問題側面にふれている。そして，大切なことは，この社会構造とその展開過程を，農
民層分解の過程，すなわち階級・階層諸関係の支配原理や変動の過程とむすびつけて分析するという視角
が失われていないことである。」「ところで，本書の課題は，そうした部落構造そのものの究明ではなかった。
国家権力の農村行政が，部落秩序をどのように捕え，利用し，且つこれに影響を与えているか，というこ
とこそが課題であった。そして，各村によってその形は異なるにせよ，総じて，農政は，部落秩序を基礎
にし，あるいはそれを媒介としてのみ個々の農民に浸透してゆく過程が丹念に実証されている。」日本社会
学会 編『社会学評論』Vol.5, No.4, 1954-1955年，110頁，111頁。
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なる。社会学の研究グループが対象とした農地改革後の農村が，日本経済の工業化をおしすす
める地域開発政策によって，急速に都市化されたからである。その成果は1965年に，福武
直 編『地域開発の構想と現実』（全３巻，東京大学出版会））として刊行された｠３）。
　福武を中心とする新産業都市研究は，「社会学が開発政策を公権力の具体的発現としてとら
え，都市自治体の行財政政策による財政配分を，都市社会の構造と関わって捉えようとした初
めての調査｠４）」であって，地域社会学という新たな研究領域を確立する機運をつくりだすとと
もに，社会科学の隣接部門における地域開発研究に大きな影響を与えた。しかし，似田貝によ
れば，それは公共政策（地域開発政策）を社会学的に分析し，都市社会の構造を把握する研究
として充分に成功したとはいえなかった。その理由は，分析方法が未確立であり，行財政分析
も財政学の手法を利用したものにとどまっていたからであった｠５）。似田貝は，むしろ福武らの
問題意識や方法が，経済学の立場から宮本憲一を中心とする研究グループによる「地域開発の
バランスシート分析」に継受されて，成功を収めたと述べている｠６）。
　「地域開発のバランスシート分析」とは，「日本における地域開発の決算書」の作成をめざし，
大阪・堺泉北地区，水俣，沖縄を主な対象として取り組まれた学際的共同研究（地域自治体問
題研究会）であって，その成果をあらわすのは，1977年から79年に刊行された宮本憲一 編『講
座・地域開発と自治体』（全３巻，筑摩書房）である。宮本は，講座・第１巻『大都市とコン
ビナート・大阪』の冒頭でこう述べていた。
　「過去の地域開発研究には多くのすぐれた成果があり，すべてを引用できなかったが十分参
考にさせていただいた。なかでも福武直編『地域開発の構想と現実』（全３巻，東大出版会）
は1960年代におけるこの分野の金字塔といってよい。私たちの研究会はこれらの成果の上に立
って，70年代における総決算の一部をになおうとしたものである｠７）。」
３）第１巻から第３巻までの書名は次の通りである。『百万都市建設の幻想と実態』，『新産業都市の期待と現
実』，『工業都市化のバランス・シート』。
４）似田貝香門・蓮見音彦 編，前掲書，２頁。
５）似田貝香門「地域開発調査」福武直 編『戦後日本の農村調査』東京大学出版会，1979年。
　　蓮見音彦は，研究方法が未成熟であった事情について次のように書いている。「『構想と現実』の調査は，
農協との農民組織の調査のために訪れた静岡県富士市での工場誘致政策に衝撃をうけたことから，いわば
調査方法の整備を待つだけの暇も惜しんで，あえて現実的な問題状況を提示しようとすすめたものであっ
た。自治体の行財政分析においても，都市の社会構造の分析においても，多分に手さぐりで不十分な点の
あることを承知で調査がすすめられたといってよいであろう。」蓮見音彦 編『地方自治体と市民生活』東
京大学出版会，1983年，ⅰ─ⅱ頁。
６）似田貝香門「現代都市の社会過程分析」鈴木広 編著『現代都市を解読する』ミネルヴァ書房，1992年，
89頁。
７）宮本憲一 編『大都市とコンビナート・大阪』（講座・地域開発と自治体１）筑摩書房，1977年，ⅰ頁。
　　この講座の他の２巻の書名は，『公害都市の再生・水俣』『開発と自治の展望・沖縄』である。宮本を中
心とする地域自治体問題研究会が，福武を中心とする研究の成果を継受した方法については，後掲の注27
で述べる。
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　ここには戦後日本の地域開発研究をめぐっておこなわれた学際的交流の一つの過程が記録さ
れている。「財政の社会過程分析」という「行財政の独自な社会学的分析方法」を構築する取
り組みは，以上のような歴史的背景と研究の発展を経て，備後工業整備特別地域の中心に指定
された福山市を対象とする調査・研究において開始されたのである。
２　財政の社会過程分析とは
　似田貝による「財政の社会過程分析」に関する説明を要約すると次のようになる。
　第１，福武直グループの「構造分析」の成果を継受した宮本憲一グループの「社会資本論」
的視点を，社会学の分析視点や実証的研究方法に取り入れるとともに，島恭彦の地域・自治体
研究の「タテ軸とヨコ軸」視点を「社会学的に転釈」することにより，「社会資本論」より射
程の広い「国家論」の視角から，都市社会の構造を社会学的に分析する。「タテ軸」は国家か
ら「地域」照射し，「ヨコ軸」は「地域」の構造を照射する視点である。これら２つの「軸」
を交差するには，分析対象たる「地域」を自治体の行政区画とし，「行財政の社会学的分析と
地域社会の構造分析」を統合しなければならない。この２つの分析を，行財政の意思決定過程
を媒介として統合する方法を「社会過程分析」と名づける｠８）。
　第２，一般に公共政策は，公権力（国家）による「市民社会の総括」を意味する。この総括は，
都市自治体においては，都市官僚制（都市自治体の行政機構）における意思決定による「公共
財」の配分を通しておこなわれる。すなわち，「国家政策が政治領域から経済領域へ，さらに
は社会領域へと積極的展開してゆくいわゆる『国家の市民社会への介入』という現象が，都市
自治体においては，都市官僚制の肥大化傾向（公共サービス等の公共財の配分システムの確立）
という現象と同時に現れる｠９）」のである。それは，都市で生み出された剰余価値が行財政を介
して政治的に配分される過程である。
　第３，都市自治体の公共政策の社会学的分析においては，都市社会の諸領域，諸過程，諸構
造が，行財政を介して展開される諸公共政策によって，連接され構造化される，あるいは連接
されずに都市社会の構造が弛緩・解体されていく，メカニズムと状況を解明しなければならな
い｠10）。すなわち，①公共財の配分は，都市社会のいかなる諸問題，諸課題の解決にむけておこ
なわれ，どのような公共的機能を果たしたのか，②それらの公共財は，都市社会のいかなる階
級・階層へ，いかなる集団・団体を介して配分されたのか，を解明することが分析の焦点とな
る｠11）。
　第４，都市自治体を結節点とする公共政策は，２つの分析領域に分かれる。一つは，国家組
８）似田貝香門・蓮見音彦 編，前掲書，2-3頁。
９）同前，３頁。
10）同前，４頁。
11）同前，２頁。
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織の下部機構としての自治体の行財政を介して，上位の公共政策が下位の公共政策を連接させ
て，支配・統治機能を展開する局面。もう一つは，地域住民の労働・生産，生活の共同組織と
しての自治体が，その本質に規定された公共政策を，独自に地域社会に展開する局面。「財政
の社会過程分析」は，これら二つの局面が対立・並存しつつ，都市社会の諸領域，諸過程，諸
構造に介入していく過程に注目する｠12）。
３　財政の社会学的カテゴリー
　さて，図１は，上述した「財政の社会過程分析」のイメージを表わしている。すなわち，第
１に，国家が，地方自治体の行財政を媒介して，上位の公共政策を下位の公共政策と連接し，
支配・統治機能を展開するメカニズム（統治機構），第２に，地方自治体の意思決定メカニズ
ムのうち，行政（官僚制）内部におけるメカニズム（行政機構），第３に，地域社会における
諸階層，諸集団，諸個人の政治・社会・生活諸関係（社会構造と地域構造），第４に，それら
によって構成される地域社会構造の総体（社会機構）。社会学における行財政分析の焦点は，
=
=
=
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図１　行財政分析の関連領域
（出所） 蓮見音彦 編『地方自治体と市民生活』東京大学出版会，1983年，476頁。
　　　　 （但し，鈴木広 編著『現代都市を解読する』ミネルヴァ書房，1992年，95頁の図４-１
に照らして字句を訂正した）
12）似田貝香門「現代都市の社会過程分析」前掲書，94-96頁。
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統治機構と行政機構のメカニズムが，社会構造と地域構造を構成する諸要素に介入し，変動さ
せてゆく過程（社会過程）を明らかにすることである。
　この図において注目されるのは，地域社会のよって立つ経済的基礎（経済構造）が行財政分
析の枠組みの外におかれ，分析の与件とされていることである。ここに社会学の行財政分析の
独自性が示されているといえよう。それゆえ「財政の社会過程分析」のための社会学独自の分
析カテゴリーを創出する膨大な作業がおこなわれ，その結果として，（１）行政部局別の経費，
（２）自治体機能別経費，（３）行政領域別経費（４）性質別経費，（５）受益階層別経費，（６）
受益団体別経費，（７）諸団体の役職と経費の関係，（８）地域別経費などの諸項目が設定され
た。
　図２は，これらのカテゴリーを用いた分析作業の枠組みを示す。この図によって分析の関連
を述べると，（１）（２）（３）（４）により，行政内部における意思決定メカニズムを定量的に
把握し（行政機構分析），その諸結果を（４）（５）（６）（７）（８）の分析とクロスすること
によって（社会構造分析と社会過程分析），「行財政の社会過程」を定量的に，目に見える姿で
（可視的に）把握するという方法である。
　第２に注目されるのは，分析の主たる焦点が経費にしぼられ，公共政策＝行財政をうらづけ
る財源の，都市社会の構成員相互による負担関係を分析する視点が欠落していることである。
図２　行財政分析の関連領域と分析作業関連図
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（出所） 同前，478頁。
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この点もまた，地域社会の経済的基礎が分析の枠外に置かれていることによるのであろう。
　さて，この節でみたように，「財政の社会過程分析」という方法が生まれるまでの過程にお
いては，第２次大戦後の日本の地域社会分析をめぐる社会学と財政学の交流がおこなわれ，島
恭彦と宮本憲一の地域・自治体研究の成果が社会学の立場から継受されているのである。それ
ゆえ，次節では，島恭彦と宮本憲一による「地域の政治経済学＝地方財政論」の展開をふりか
えり，それらのどの側面が社会学によって継受されたのかを考察しよう。
Ⅲ　地域の政治経済学─地方財政論の体系─
１　地域的不均等発展と財政的中央集権
　島恭彦は，1975年に京都大学を退職する際におこなった最終講義において自らの地域研究を
振り返り，その研究方法を「横軸」と「縦軸」という二つの分析視角から説明している。横軸
とは「地域経済の不均等発展（地域格差）」，縦軸とは「国の財政と地方財政とをつなぐ財政的
中央集権」のことである。この二つの軸は次のように交差している。
　「（前略）地域経済の不均等発展は，他面からみれば，経済力の地域的集中であり，その経
済力の集中する地域から国税は集中的に税収をあげる。それで総税収額のうち70％は国税，地
方税30％という比率になる。後進地域開発事業はこの圧倒的な比率をもつ国税から地方財政へ
補助金を出し，地方税と合わせて推進される。そこで後進地域の地方財政は，補助金行政と補
助事業に供出する自己財源（地方税）によって金しばりにあい，地方自治は強調されるが，地
方の本当にやりたいような開発はやれなくて，開発効果は地域経済の不均等発展あるいは経済
の地域的集中の法則でもって，大都市や産業の集中している地域にすいとられる。そこからふ
たたび国税が税収を集中的にあげる。こうして地域経済の不均等発展は激化していく（後略）｠13）」
　これは島が1951年に刊行した『現代地方財政論─危機の地方財政─』（有斐閣）において，
第２次大戦後の日本の地域経済と地方財政を分析したときに生み出した研究方法であった。宮
本憲一はこの方法の画期的意義について，「地域経済というものが地方財政を規定しているこ
と」，したがって「その反作用として地域開発などの地域政策の影響を受けていること」が解
明され，「地方財政の独自性」が初めて経済学として位置づけられたことである，と述べてい
る｠14）。宮本が指摘したように，同書は，戦後改革によって住民が獲得した地方自治の権利とそ
の物質的（経済的）基礎との矛盾を，地域住民の視点から政治経済学の理論によって明らかに
13）島恭彦「地域の政治経済学─私の研究教育史─」島恭彦『地域の政治と経済』自治体研究社，1976年，
354－355頁。
14）宮本憲一「現代社会と地方自治─地方財政論の独自性の検討についてー」日本地方自治学会編『転換期
の地方自治』（地方自治双書１）啓文堂，1988年，18-19頁。
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することを通して，「社会科学としての地方財政論」の体系を生み出したのである｠15）。社会科
学としての地方財政論とは，地方自治体の財政に関する分析が，社会構成体の上部構造と生産
関係との相互作用を統一的に認識する理論にもとづいておこなわれることである。
　そしてこの方法は，1950年代後半からの高度経済成長期に公共投資と民間投資とが一体化し
た地域開発が展開する段階になると，国税と地方税を結ぶ財政的中央集権と大銀行の本店と地
方支店とを結ぶ金融の中央集権とを一体のものとして分析するように，さらなる発展が図られ
る。ここで，高度経済成長期における島の地方財政論がもっとも体系的に展開されている『財
政学概論』（岩波書店，1963年）第５章の分析を参照しよう。
　表１は，金融の地域的集中をあらわす指標として，全国銀行の府県別預金貸出の変化を示し
ている。1951年から1960年のあいだに，全国預金高は約１兆円から７兆7000億円に，全国貸出
高は9900億円から７兆2000億円に伸びた。この二つの時期のいずれにおいても，表に示された
八つの地域の集中率は大きいが，預金額については，東京以外の地域のウェイトは落ち，した
がって八地域の集中率がやや低下しているのに対して，貸出額の集中率は72.2%から76.8％へ
上昇している。しかしこれら八地域のうちでは，東京，愛知，大阪をのぞく他の五地域，さら
には表にふくまれていない全国すべての地域において，貸出にしめる比率が預金の比率を下ま
表１　全国銀行預金貸出残高地域別集中率の推移
地域別
預金残高集中率 貸出残高集中率
昭和26 昭和35 昭和26 昭和35
全　国 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
東　京 27.6 32.5 33.4 39.6
神奈川  9.2  3.0  1.8  1.7
静　岡  2.3  2.4  2.0  1.9
愛　知  6.8  6.7  6.2  6.8
京　都  2.7  2.5  2.2  1.8
大　阪 15.3 14.9 18.7 19.2
兵　庫  4.6  3.8  4.6  3.1
福　岡  3.5  2.9  3.3  2.7
 （日銀『金融統計月報』『経済統計月報』による）
（注）26年は１月末，35年は６月末現在。
（出所）島恭彦『財政学概論』岩波書店，1963年，284頁。
15）『現代地方財政論─危機の地方財政─』は，東北地方の貧しい中学生の生活記録（やまびこ学級）の紹介
から始まる。柴田徳衛は，同書の意義についてこう述べている。「戦後民主主義という言葉がひろがり，憲
法に『地方自治』という項目が第８章として大きく立てられたものの，その内容をさぐりかねていた時，
鋭い経済理論の先端を駆使して登場したのが，先にあげた『現代地方財政論』（有斐閣，1951年）であった。
地域に視点が置かれるということは，市民生活の場から経済を考えるということである。従来国民経済の
名のもとに中央からの生産支配を中心に考えてきた経済学を，ここで地域で生活する市民の目で見直す立
場をうち出したのである。（中略）本書は従って地域の市民生活をめぐる財政現象から日本経済の矛盾を分
析し，またその矛盾からそれぞれの地域に住む住民にどのような犠牲が生じるかを論ずるのである。」柴田
徳衛「解説」『地域論』（島恭彦著作集第４巻）有斐閣，1983年，304－305頁。
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わるという事態がすすんだ。「つまり民間の資金は地方から吸い上げられて，三つの大都市，
大工業地帯へ集中するという傾向は，この10年間に一貫して進行したのである。この金融の集
中傾向は，財政投融資の資金源である資金運用部，簡保年金，農林系統金融機関などにおける
資金の集中と運用などを考えると，いよいよ明白になるだろう｠16）。」
　一方，表２に見るように，４大工業地帯への公共投資の集中率もまた戦後の10年間に一貫し
て上昇しているが，その傾向は1950年代後半から一段とすすんだのである。島はこうした戦後
復興期から高度経済成長期へ移行してゆく財政と金融の運動を分析したあと，次のように述べ
ている。
　「このように地方経済の不均等発展は，現代では資本主義経済の発展法則と，上部構造の運
動との双方から規定されているものであるが，この地方経済に支えられている地方財政はまた
当然不均等化する傾向をもっている｠17）。」
２　社会資本と都市問題
（１）都市問題の理論的解明
　ところで，公共投資と民間投資が一体化した地域開発が展開する高度経済成長期になると，
生活様式の都市化と画一化がすすむとともに，経済力の集中する都市に産業公害，交通災害・
通勤難，大気汚染，騒音，自然災害などの社会問題がひろがり，それに対応すべき都市自治体
の財政危機が発生した。宮本憲一が柴田徳衛とともに1963年に刊行した『地方財政─現代資本
主義と住民の生活─』（有斐閣）は，地域経済と地方財政をめぐるこの新しい現象に取り組ん
だ最初の成果である。同書のもっとも大きな貢献は，地域経済の不均等発展から生じている「農
村の過疎と都市の貧困」を統一的に解明する「地域問題」という新たな分析的概念を導入した
ことであった。そして宮本は1967年に刊行した『社会資本論』（有斐閣，1976年に改訂）にお
いて，この地域問題の一つの側面である「都市問題」を政治経済学の理論により解明した。同
表２　 ４大工業地帯における公共投資の全国公共投資に対
する比率の推移
昭和22-24平均 昭和31 昭和32 昭和33
26.0% 30.0% 30.5% 33.6%
（注１） ４大工業地帯とは東京都，神奈川，愛知，大阪，兵庫，
福岡の府県。
（注２） 31，32，33年は「経済白書」，22-24年平均は「経済安定
本部，公共事業費等府県別配分一覧表」による。
（注３） 22-24年平均の公共投資は，生産，交通，国土保全，民生
施設関係のもの，31年以降は河川，道路，都市計画，公
営住宅，港湾関係の公共投資。
（出所） 同前，285頁。
16）島恭彦『財政学概論』岩波書店，1963年，283頁。
17）同前，285頁。
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書のきわめて豊富な内容から，この小論の課題に照らして主要な論点を取り出すならば，以下
の４点に要約されると思われる。
　第１，一般には生産基盤，生活基盤と呼ばれている「社会資本」を，その所有形態および労
働過程と消費過程における質料的・素材的形態により「社会的一般的労働手段と社会的共同消
費手段」と定義する。それらは，住民の個別的生産過程と個人的消費過程の外部に存在して，
共同社会における生産と消費の営みが維持されるための一般的条件，すなわち「共同社会的条
件」を形成する。こうした質料的・素材的性格と機能に規定されて，この両手段は営利を原則
とする民間資本の経営になじみにくく，その多くが社会的に所有され，国家とくに自治体によ
って供給される｠18）。
　第２，資本主義社会における社会的一般的労働手段は，生産の社会化とともに民間資本の設
備投資と一体化して資本蓄積と経済成長の基本的条件となり，また社会的共同消費手段は，都
市化にともなって都市に集住する労働力の再生産さらには市民の都市的生活様式を維持するた
めの不可欠の条件となる。それゆえ，資本主義経済の発展にともなう生産の社会化と都市化が
すすむにつれて「社会資本」の規模が質的・量的に拡大し，それらを供給する国家と自治体の
財政負担が膨張するが，この傾向は土地の私的所有による地価の高騰によってさらに強まる｠19）。
　第３，国家と自治体による「社会資本」の供給には，資本制蓄積の法則が作用して，社会的
一般的労働手段が優先され，社会的共同消費手段が絶対的相対的に節約される傾向がつらぬか
れる。こうして，公共投資と民間投資が一体化した地域開発により急速な都市化がすすむ地域
には，産業公害とともに，住民ことに労働者のさまざまの生活困難が発生する。この生活困難
を総称して「都市問題」という｠20）。
　第４，「都市問題」は，マルクスが明らかにした資本制蓄積の一般的傾向としての労働者の
貧困化の形態であって，資本蓄積法則の作用が住民の個別的生産過程と個人的消費過程の外部
に「社会的損失」を生み出すこと意味する。そしてこの「社会的損失」の負担をめぐって産業
資本家・土地所有者と都市住民ことに労働者との対立・抗争が発展すると，都市社会を総括し
てその秩序を維持すべき自治体の財政が膨張し，ついにはその財源の限界を超えるにいた
る｠21）。
（２）都市問題の実証分析と地方財政論の新たな体系
　さて，以上のような社会資本論に立脚する「都市問題」の理論的解明は，その実証的研究を
土台としていた。ここで，その研究成果が集約された『日本の都市問題─その政治経済学的考
察─』（筑摩書房，1969年）を参照しよう。宮本は次のように述べている。
18）宮本憲一『社会資本論』（改訂版）有斐閣，1976年，1－46頁。
19）同前，72－123頁，232－243頁。
20）同前，161－176頁。
21）同前，176－271頁。
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　第１に，第２次大戦後の公共投資に民間資本の誘導という目的が与えられたのは，1957年の
長期経済計画からであった。それ以後，産業道路を中心とする産業基盤への投資を起動力とし
て，公共投資の急速な膨張が始まった。
　表３の上段は，この高度経済成長の開始期における行政投資（租税収入を財源とする政府固
有の投資であって，国と地方自治体の財政，政府関係機関などの投資の総和）から，産業資本
の循環に必要な「産業基盤」と都市住民の共同消費に関連する「生活基盤」をぬき出し，その
伸び率と構成の変化を示している。1958年度から60年度までの高度成長期の第Ⅰ期においては，
主要な生活基盤への投資は行政投資全体の18％であり，主要な生産基盤への投資額に対するそ
の割合は73％であった。しかし1961年度から63年度までの第Ⅱ期になると，生活基盤に対する
投資は生産基盤への投資の57%と，約半分にまで減少した。とりわけ生活基盤の根幹をなす住
宅の伸び率は平均をはるかに下回り，全体に占める割合は１％減少し，第Ⅱ期の住宅投資額は，
産業基盤における埋立事業を中心とする港湾整備事業と工業用水道事業の合計額と同じほどに
なった｠22）。
22）宮本憲一『日本の都市問題─その政治経済学的考察─』筑摩書房，1969年，18頁。
表３　高度蓄積期の主要公共投資の性格 （単位：億円）
第Ⅰ期
（1958─60年度）
第Ⅱ期
（1961─63年度）
金額 ％ 指数 金額 ％ 指数?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
Ⅰa
?? ?
道 路
港 湾
空 港
港湾整備（含埋立）
工 業 用 水 道
　小 計　
 4,952
   679
    45
   295
   134
 6,105
 19.8
　2.7
　0.2
　1.2
　0.5
 24.4
100
100
100
100
100
100
12,203
 1,426
   137
 2,002
   685
16,453
 24.9
　2.9
　0.3
　4.1
　1.4
 33.5
246.4
210.0
302.4
678.6
511.2
269.5??????????
?
????
都 市 計 画
住 宅
宅 地 造 成
環 境 衛 生
上 水 道
下 水 道
厚 生 福 祉
　小 計　
   424
 1,611
    52
   197
 1,305
   289
   587
 4,465
　1.7
　6.5
　0.2
　0.8
　5.2
　1.2
　2.3
 17.9
100
100
100
100
100
100
100
100
   975
 2,679
   514
   577
 2,411
 1,083
 1,124
 9,363
　2.0
　5.5
　1.0
　1.2
　4.9
　2.2
　2.3
 19.1
230.0
166.3
988.5
292.9
184.8
374.7
191.5
209.7
Ｔ　行政投資合計 24,983 100.0 100 49,051 100.0 196.3
Ⅰb??
国 鉄
電 信 電 話
電 源 開 発
地 下 鉄
　小 計　
 3,113
 3,263
 1,834
   541
 8,751
100
100
100
100
100
 6,587
 6,355
 1,607
 1,239
15,788
211.6
194.8
 87.6
229.0
180.4
 Ｔ　＋　Ⅰb 33,734 100.0 100 64,839 100.0 192.2
Ⅰa　＋　Ⅰb 14,856  44.0 100 32,241  49.7 217.0
（注） 自治省「都道府県別行政投資実績」を基礎にした。詳細は宮本憲一『社
会資本論』有斐閣，1967年，308頁を参照。
（出所） 宮本憲一『日本の都市問題―その政治経済学的考察―』筑摩書房，1969
年，19頁。
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　第２に，行政投資の地域的配分をみると，３大都市圏（東京，神奈川，愛知，大阪，兵庫）
への投資額の全国総額に占める割合が，第Ⅰ期の33％から第Ⅱには37％へ高まった｠23）。宮本は，
それらのなかで最上位を占める東京と大阪における行政投資の構成変化を示して，次のように
述べた（表４，表５を参照）。
23）同前，186頁。
表４　東京都下の主要行政投資の動向 （単位：百万円）
第Ⅰ期
（1958─60年度）
第Ⅱ期
（1961─63年度）
金額 ％ 指数 金額 ％ 指数
?
?
????
道 路
港 湾
空 港
港湾整備（含埋立）
工 業 用 水 道
　小 計　
 58,907
  5,181
  2,581
  2,999
　　─
 69,668
 21.6
  1.9
  0.9
  1.1
　─
 25.5
100
100
100
100
─
100
246,996
　7,311
　5,897
 10,320
　4,933
275,457
 37.8
　1.1
　0.9
　1.6
　0.8
 42.1
419.3
141.1
228.5
344.1
　∞
395.4
?
?
????
都 市 計 画
住 宅
宅 地 造 成
環 境 衛 生
上 水 道
下 水 道
厚 生 福 祉
　小 計　
  4,973
 40,353
　　─
  1,886
 22,390
    454
  4,461
 74,517
　1.8
 14.8
　─
　0.7
　8.2
　0.2
　1.6
 27.3
100
100
100
100
100
100
100
100
 17,578
 59,633
　　─
 10,974
 50,860
 37,921
 11,861
188,827
　2.7
　9.1
　─
　1.7
　7.8
　5.8
　1.8
 28.9
353.5
147.8
　─
581.9
22.7.2
835.3
265.9
253.4
その他共合計 272,778 100.0 100 653,725 100.0 239.7
（注） 資料の根拠は表３に同じ。
（出所） 同前，20頁。
表５　大阪府下の主要行政投資の動向 （単位：百万円）
第Ⅰ期
（1958─60年度）
第Ⅱ期
（1961─63年度）
金額 ％ 指数 金額 ％ 指数
?
?
????
道 路
港 湾
空 港
港湾整備（含埋立）
工 業 用 水 道
　小 計　
 28,932
  6,077
　　─
  6,804
  1,416
 43,229
 17.3
　3.6
　─
　4.1
　0.8
 25.8
100
100
─
100
100
100
 66,144
 10,588
　3,237
 46,625
 11,175
137,769
 16.7
　2.7
　0.8
 11.8
　2.8
 34.8
 228.6
 174.2
 　 ∞
 685.3
 789.2
 318.7
?
?
????
都 市 計 画
住 宅
宅 地 造 成
環 境 衛 生
上 水 道
下 水 道
厚 生 福 祉
　小 計　
  1,377
 25,620
　  600
  2,564
 16,723
  6,008
  4,544
 57,436
　0.8
 15.3
　0.4
　1.5
 10.0
　3.6
　2.7
 34.3
100
100
100
100
100
100
100
100
 12,089
 36,944
 17,350
　8,198
 27,055
 14,302
　8,164
124,102
　3.1
　9.3
　4.4
　2.1
　6.8
　3.6
　2.1
 31.3
 877.9
 144.2
2,891.7
 319.7
 161.8
 238.0
 179.7
 216.1
T　行政投資合計 167,508 100.0 100 396,083 100.0  236.5
（注） 前掲自治省資料より作成，詳細は宮本憲一「衛星都市の財政」自
治体問題研究所『大阪の衛星都市』1968年，227頁を参照。
（出所） 同前，20頁。
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　東京都下における行政投資は，国よりもさらに生活基盤が節約されている。すなわち，二つ
の期間をくらべると，生産基盤への投資は第Ⅰ期の26％から第Ⅱ期には42％へ著しく増加した。
これに対して生活基盤への投資の割合は横ばいであって，とりわけ注目されるのは住宅投資が
15％から９％へ，６%も節約されていることである。下水道投資が増えているのは第Ⅰ期の投
資が無にひとしかったからである。大阪府下の行政投資の傾向もおなじであって，生活基盤が
26％から35％に増加し，生活基盤は33%から30％に減少した。ここでも住宅投資が15％から９
%に大きく減少している｠24）。
　以上のような社会資本の実証分析は，1960年代の東京や大阪をはじめとして，全国の都市に
おいて「都市問題」の解決を求める広範な住民運動─それは地域開発と都市化によって破壊さ
れた共同社会的条件の再構築を求める都市社会運動であった─が発展し，相次いで革新的な首
長が誕生する状況に呼応しつつおこなわれたものであった。そしてこうした住民運動と革新自
治体の経験を総括して，宮本は1980年に刊行した『都市経済論─共同生活条件の政治経済学─』
（筑摩書房）において，都市経済，都市問題，都市政策という連続する３つの局面によって体
系的に構成される「社会科学としての都市論」を著わした。同書における都市政策の政治経済
学的定義を引用しよう。
　「都市政策は自治体を主たる行政機関として，市民の安全，健康，生活水準と教育文化の向
上のために，公共部門の経済を物質的基礎とし，市場原理を利用し，その弊害を規制しつつ，
フローとストックの社会化をすすめて都市経済を管理し，かつ，住民参加によって都市問題を
解決する政策である｠25）。」
　ここに示されているように，公共部門の経済＝財政は自治体を主たる行政機関とする都市政
策の物質的基礎であって，その有効な働きのためには，島が指摘した「国の財政と地方財政と
をつなぐ財政的中央集権」を転換し，財政自治権を拡充する体系的な財政改革が必要である。
この「都市政策のための財政改革」の基本線はすでに1977年に刊行された『財政改革─生活権
と自治権の財政学─』（岩波書店）において示されていたが｠26），それは農村財政の改革と一体
24）同前，18－21頁。
25）宮本憲一『都市経済論─共同生活条件の政治経済学─』筑摩書房，1980年，60頁。
26）宮本憲一『財政改革─生活権と自治権の財政学─』岩波書店，1977年，255－328頁。「都市政策のための
財政改革」は，（A）長期的改革構想，（B）機関委任事務の解消を図る財政改革運動，によって構成されて
いる。（A）は社会資本論にもとづき「公私両部門の再編成，事務再配分，財源再配分，金融制度の改革，
行政の民主化と予算制度の改革」の５項目からなる公共部門の抜本的改革構想である。宮本は「公私両部
門の再編成」の項で，共同消費手段の運営原則を次のように示している。「都市政策のかなめは住宅政策で
ある。住宅を中心として，その物理的環境，社会的環境や交通体系を組むことが都市施設計画の基本的手
法である。（中略）まず居住水準のナショナル・ミニマムを決定し，災害や公害の危険予想図を策定し，民
間住宅建設の規制からはじめ，将来は，都市住宅建設の50％以上が公共機関の手でおこなわれるような財
政制度を確立する。」「住宅以外の分野では，共同消費手段はできるだけ公的機関によって規制されるか，
建設管理されることが望ましい。」同前，286－288頁。
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のものとして構想されている。こうして，宮本はこれらの研究を総合した結果，地方財政論の
対象と方法について次のように述べた。すなわち，地方財政は地域経済を土台としてなり立ち，
地域経済の不均等発展から生じる地域問題という社会問題に対応して，地方自治という制度に
より地域政策を発動していくための物質的基礎であって，地方財政論はこの「地域経済，地域
問題，地方自治という地域社会の３層の構造」を政治経済学的に解明することを課題とする｠27）。
　これは，島の学説を継承し，都市問題と都市政策に関する研究を通して生み出された新しい
地方財政論の体系であった。
　さて，この節では財政学における島恭彦と宮本憲一の「地域の政治経済学＝地方財政論」の
展開を考察した。社会学の研究グループは「財政の社会過程分析」を構築するに際して，ここ
で明らかにされた島の「横軸と縦軸（地域経済の不均等発展と財政的中央集権）による地域・
自治体分析」と宮本の「社会資本論にもとづく地域社会の３層の構造分析」を統合し，社会学
独自の視角からその継受を図ったのである。その独自の視角は「連接」という概念に示されて
いるといえよう。すなわち第Ⅱ節でみたように，都市自治体の公共政策＝行財政機能の社会学
的分析においては，上級政府の公共政策が国家機構の下部組織としての地方自治体の公共政策
を「連接」して支配・統治機能を展開する傾向と，住民の労働と生活（生産と消費）をささえ
る共同組織としての自治体の本質に由来する公共政策が展開する傾向とが，対立・並存して都
市社会に展開する過程で，住民の諸階層・諸集団・諸団体の社会的諸関係がどのように「連接」
され維持・再生産されるか，あるいは「連接」されずに弛緩・解体されてゆくかに注目する。
そしてこの分析においては，財政学が主たる対象としてきた公共政策の物質的基礎を解明する
ことは，当然のことながら，対象の外におかれるのである。
Ⅳ　公共政策の変貌─その社会過程分析─
　第Ⅰ節で述べたように，1970年代半ばから取り組まれた「財政の社会過程分析」の成果は，
1990年代の初めまでに３冊の著書に取りまとめられている。これらの著書において分析されて
いるのは，（１）高度成長期の重化学工業化が終わり，都市経済の再構築（リストラクチュア
リング）がすすむ過程において，（２）1970年代の都市政策を生み出した革新自治体が消滅し，
27）宮本憲一「現代社会と地方自治─地方財政論の独自性の検討についてー」前掲書，15－20頁。
　　宮本を編者とする全３巻の『講座・地域開発と自治体』は，大阪・堺，水俣，沖縄における「地域経済，
地域問題，地方自治という地域社会の３層の構造」を分析した学際的共同研究の成果である。その方法は，
それぞれの地域に生じた地域問題への対応をめぐる自治体の地域改造政策（地域開発）に焦点をあて，こ
の視点から中央政府の産業立地政策との関係を分析するものであり，地域開発を「一地域でおこなわれる
国家的政策」としてとらえた福武を中心とする新産業都市研究の成果『地域開発の構想と現実』を，異な
る視点から継受した研究であった（前掲の注７を参照）。
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国の行財政改革に連動した財政緊縮（地方行革）の圧力がつよまった1980年代における，都市
社会の変貌と公共政策との関係である。似田貝香門は，その分析を次のように総括している｠28）。
　第１に，公共政策の機能の変化について。1960年代には生産基盤や生活基盤の整備に行政投
資の重点がおかれた。1970年代になると生産基盤への投資の比重は次第に低下して，生活基盤
への投資が相対的に増大し，1975年以降になると，これら二つの機能にくわえて，教育や社会
福祉などの公共サービスにかかわる公共政策が急テンポに拡張した。こうして自治体の財政支
出が分化し，ハードな基盤整備にとどまらず，多様な公共サービスをふくめたソフトな公共的
機能の領域が切り開かれたが，1980年代に入るとこれらも着実に減少し，これに代わって民間
活動に対する援助や規制というソフトな領域の政策が次第に増加している。
　第２に，公共政策と受益階層および住民団体との関係の変化について。1970年代から80年代
の前半を中心にして，都市自治体は住民の非職業・非産業的受益階層（学校教育，社会教育，
社会福祉などの対象となる住民階層や一般市民）の社会的・共同的生活条件の維持に積極的に
取り組まざるを得なかった。しかし1980年代の後半には，財政的困難のため，これら非職業的・
非産業的受益階層への財政支出の比重は低下する。これに代わって，都市社会の諸団体や公的
役職を介して公共的な活動を展開する行政部局が年々増加し，これらの公的役職者をパイプと
して諸団体，各種協議会などに，補助，助成，委託，出資などの形で交付される財政支出が次
第に増加してきた。こうして，都市自治体の公共政策がハードな領域からソフトな領域へシフ
トする動きに照応して，行政諸部局の公共政策は都市社会の諸団体を政策領域ごとにネット・
ワーク化しながら遂行されつつある。
　これは公権力による一種の「団体統合化」の動きである。しかし，それとともに公共政策を
構想し実施する諸過程にかかわる住民団体も多様となり，住民諸階層が自らの階層の「生活根
本要求」を定式化し，組織化する諸団体が増加しつつある。後者のうごきは，住民諸主体が生
活要求をネット・ワーク化し，住民のニーズを公共政策へ連接化しようとする傾向である。こ
うして，「都市社会全体の社会的諸関係の生産＝再生産は，公共政策を通じる展開の比重を高
めながら，次第にその担い手の一部を行政から都市社会の諸団体に転化，移転してきてい
る｠29）。」それゆえ，現代の都市社会は，地域問題の解決をめぐって，公権力の「団体統合主義」
による住民諸階層の管理・統合（都市の社会的編成）と住民諸階層による「下から」の主体化
とが対抗する，緊張関係にあるといえるだろう｠30）。
　以上が「財政の社会過程分析」によって明らかにされた，「福祉国家の危機」が進行する
1970年代半ばから1980年代における日本都市社会の構造である。
28）似田貝香門「現代都市の社会過程分析」鈴木広 編著『現代都市を解読する』前掲書，100－106頁。
29）同前，106頁。
30）同前，105－106頁。
